
1 

 

「かながわぐるみ・子ども家庭応援プラン」（母子家庭等自立促進計画）に 

 おける主な取組状況について 

 

１ 母子家庭等に対する就業支援の促進 

① 母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施 

母子家庭の母、寡婦（事業により父子家庭の父も対象）を対象に就業相談、

求人情報の提供、就職準備や離転職等に役立つセミナーの開催、養育費確保の

ための相談等を行い、自立支援を図ることを目的とし実施している。 

平成25年度実績では、相談件数が前年より増加し就職件数も増加している。

これは、主に、平成25年度から実施の母子自立支援プログラム策定等事業の成

果によるものであり、児童扶養手当受給者を対象として、各自の事情に応じた

自立のための支援プログラムを策定し、２回以上の面接による指導など、きめ

細かな支援を実施したことにより、相談件数や就職件数が増加したと思われる。 

その他としては、相談窓口周知について各市町村への引き続きの協力依頼や、

相談員がさまざまな業種の求人情報を提供したため、相談件数や就職件数が増

加したものと思われる。 

 しかしながら、依然として母子家庭の場合、勤務時間、勤務場所での制約も

大きく、事務職を希望する方は多いが、就職は厳しい状況である。そのため、

サービス業など求職が多い業種や勤務時間などの制約にあった勤務形態なども

視野に入れて就職活動するようアドバイスを行い、就職が増えている。 

 また、相談者がパソコン操作を習得し、就職に役立てられるよう、若年母子

など実務経験やスキルのない相談者向けのパソコン教室を開催している。 

 

ア 就業相談実績（政令市・中核市を除く） 

 【平成25年度実績】 

 

区    分 

平成24年度 

a 

平成25年度

 b 

前  年  比  較 

件数（b-a） ％(b/a) 

相

談

件

数 

就業相談件数 ５８５ ７３３ １４８ １２５．３％ 

求職者・情報提供紹介状

発行 

 

５３３ 

 

８３５ 

 

３０２ 

 

１５６．７％ 

計 １，１１８ １,５６８ ４５０ １４０．３％ 

上記のうち就職件数 ６３ ７０ ７ １１１．１％ 

    （注）就業相談には、電話、面接、FAX、Email等を含む。  

 

 

 

資料３ 
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＊就職決定者の内訳（平成25年度実績） 

 事務 ｻｰﾋﾞｽ 介護等 製造 営業 その他 合計 

正社員 １２ １ ３ １ １ ４ ２２ 

非正規 １２ １７ ９ ３ １ ６ ４８ 

計 ２４ １８ １２ ４ ２ １０ ７０ 

 

 

【平成26年度実績（９月まで）】 

 

区    分 

平成25年度

4月～９月 

(a) 

平成26年度 

4月～９月 

(b) 

前  年  比  較 

件 数 

（b-a） 

％ 

(b/a) 

相談件数 就業相談件数 ２９６ ２９９ ３ 101.0 

情報提供・求職者 

紹介状発行 

 

３２０ 

 

３５８ 

 

３８ 

 

111.9 

計 ６１６ ６５７ 41 106.7 

上記のうち就職件数  ２９  ３３ ４ 108.3 

 

＊就職決定者の内訳（平成26年度実績（９月まで）） 

区 分 事務 ｻｰﾋﾞｽ 介護等 医療 製造 営業 その他 合計 

正社員   ４ １ ３ ０ ０ ０ ０ ８ 

非正規 ５ ７ ４ ３ ２ １ ３ ２５ 

計 ９ ８ ７ ３ ２ １ ３ ３３ 

   ※平成25年同時期は正社員13名、非正規16名 

 

イ 就業支援講習会開催実績 

○適職セミナー開催実績（県内全域を対象に実施） 

 求職中の母子家庭の母を対象に、自分の適職を見つけ、就職の見通しをた

てるためのセミナーを実施。 

（平成２５年度）各３日間のセミナーを２回開催。延べ８３人参加 

   なお、平成２５年度の参加者に対するアンケート調査では、参加者の

うち約２９％が就業中で、そのうち８割がパートないしアルバイトであ

った。 

（平成２６年度）各３日間のセミナーを２回開催予定。延べ５１人参加（１

回目） 

○パソコン教室開催実績（政令市、中核市を除き実施） 

 就職に役立つスキルとして初心者向けにパソコン教室を実施。 
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（平成２５年度） 

５日間のパソコン教室を２回開催とスキルアップ講座を3回開催し延

べ１３３人参加。また、講座の途中で就業相談も実施している。 

なお、平成２５年度の参加者に対するアンケート調査では、約６５％が求職

中で受講終了後約５５％が就業している。 

（平成２６年度） 

４日間のパソコン教室を６回開催予定、また、スキルアップ講座を４

回開催予定。 

 

② 高等職業訓練促進給付金の実施 

母子家庭の母等の訓練受講中の生活の安定を図るため、２年以上養成機関で

修業する場合に、一定期間「高等職業訓練促進給付金」を支給し生活の負担を

軽減するとともに、養成機関で修業が終了した場合に、修了支援給付金を支給

し、資格取得を支援する事業を実施している。 

・支給額   月額 100,000円ないし月額 70,500円（所得により異なる） 

        入学支援終了一時金 １回 50,000円ないし25,000円（卒業時支給） 

 ・支給期間 上限２年間 

 ・対象資格 ２年以上修業する必要があり、資格取得後当該職種への就労が見込

まれる専門的な資格で、都道府県等の長が地域の実情で認める資格  

例 看護師（准看護師）、介護福祉士、作業療法士、理学療法士等  

  ＊平成25年度から父子家庭の父も新たに対象となった。 

○支給人数及び資格取得実績（政令市・中核市を除く） 

（平成２５年度実績） 

   支給人数及び支給総額：133人 115,336千円（政令市・中核市除く） 

 資格取得の状況（政令市・中核市除く）            (単位：人) 

区 分 
資格取

得者数 

就業に結びついた人数 求職中 就学継

続 

不明 

総数 常勤 パート 

看護師 21 16 15 1 0 1 4 

准看護師 8 3 3 0 0 3 2 

介護福祉士 1 1 0 1 0 0 0 

保育士 8 5 4 1 0 0 3 

理学療法士 1 0 0 0 0 0 1 

柔道整復師 1 1 1 0 0 0 0 

鍼灸師 1 1 1 0 0 0 0 

 計 41 27 24 3 0 4 10 

 

○ 神奈川県内においては、資格取得者数のうち６６％が就業しており、常勤とし
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て雇用される方がほとんどである。全国（平成２４年度）では、資格取得者件数

は３,８２１件、そのうち就業件数は３,０７９件で約８０％が就業している。 

 

２ 母子家庭等に対する自立を促進する経済的支援の推進 

① 母子及び寡婦福祉資金の貸付 

配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの等に対し、資金を貸し付け

ることにより、その経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその

扶養している児童の福祉を増進することを目的とし、貸付を実施している。

（寡婦についても準用） 

        修学資金、就学支度資金、技能習得資金、生活資金など１２資金がある。 

＊平成26年10月から父子家庭の父も新たに対象となった。 

 

 （貸付実績:平成25年度）（政令市・中核市を除く）       （単位：千円） 

  年 度 

合計 うち修学資金・就学支度資金 

件数 貸付金額 件数 
    % 

割合 
貸付金額 

% 

割合 

平成24年度    1,061 497,468 1,037 97.7 487,948 98.1 

平成25年度    969 463,465 906 92.9 434,407 93.7 

     ○ 貸付金の９割以上が、子どもが高校、専門学校、大学等へ進学するための

修学資金、就学支度資金という学費への貸付となっている。 

   （参考）政令市・中核市の状況  

       平成25年度貸付実績 2,405件 595,291千円 

 

     (償還状況) （政令市・中核市を除く）                  （単位：千円） 

年度／区分 調定額 収入済額  償還率(%) 

平成24年度    

現年度 440,001 322,412 73.7 

過年度 1,218,165 79,712 6.5 

計 1,658,166 402,124 24.3 

平成25年度 

現年度 453,232 331,779 73.7 

過年度 1,249,499 93,340 6.5 

計 1,702,731 425,120 24.3 
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     ○  償還率については、現年度（新たに償還が始まった分）については、70％

以上償還されているが、過年度（過去の滞納分）については、償還率が低く

なり、そのため収入未済金が増加している。 

本貸付制度は、償還金を原資として、貸付を行っていることから、貸付

金額も減少せざるを得ないことが課題となっており、より効果的な未収金

対策を講じているところであり、平成24年度から債権管理回収部門におい

て本貸付金の償還業務を扱うこととなり、若干償還率が向上している。 

 

 ②児童扶養手当の給付 

   父母の離婚、父の死亡等により父と生計を同じくしていない児童が育成される

家庭の生活と自立の促進に寄与するため、児童扶養手当を支給し、福祉の増進を

図ることを目的とし、手当の給付を実施している。 

なお、平成22年8月よりひとり親家庭の生活の安定と自立を促進するため、支

給対象者が父子家庭へ拡大された。 

 

（受給者数及び給付実績額）（政令市・中核市含む） 

（単位：人,千円） 

年度／区分 平成24年度 平成25年度 対前年比 

受給者数 56,179 58,679 104.5% 

給付実績額 25,735,063 25,769,314   100.1% 

 

３ 母子家庭等に対する相談体制と情報提供の充実 

① 養育費取得に向けた支援 

母子家庭等の生計の安定に向けた取組みを支援するため、養育費の取得に向け

た専門家により相談を実施している。（月1回～2回実施） 

  （相談実績）（政令市・中核市除く） 

区分 離婚前 

の相談 

養育費 

 

法律問題 その他 合計 

平成24年度 １９ ３６ ０ ９ ６４ 

平成25年度 ２３ ３８ ２ ９ ７２ 

  ＊なお、相談実績は全て母子家庭の母。（離婚調停中も含む） 

   

② 母子自立支援員による相談の実施 

母子家庭及び寡婦の相談に応じ、その自立に必要な貸付金を始めとして生活全
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般にわたる支援を行い、自立援助と福祉の向上を図るため、相談を行っている。

県内における各福祉事務所において相談業務を行っている。 

   母子自立支援員設置数  ６８名  

（うち政令市・中核市を除くと２４名） 

  

 （相談実績：政令市・中核市除く）      （単位：件） 

項目  平成24年度 平成25年度 

生活一般 4,700 4,300 

（うち就労） (1,536) (1,317) 

児童（教育等） 1,368 1,241 

生活援護（福祉資金） 10,981 8,673 

その他 245 305 

計 17,294 15,836 

 

 ○ 母子自立支援員の設置要綱（国制定）では、主な業務として生活相談、就業相

談、経済的相談等となっているが、約５５％が福祉資金の貸付相談となっている。 

 ○ 全国的にみても同様な状況にあり、平成25年度実績で６９％が貸付金などの経

済的相談となっている。 

 

 

 

※参考事業(子ども家庭応援プランには掲載されていない。) 

ひとり親家庭等在宅就業支援事業 

  ○ 平成24年度より就労支援の１つとしてひとり親家庭等在宅就業支援事業を実

施しており、現在の実施状況については次のとおりである。 

  ○ 本事業は、ＩＴを使った在宅就業を行うための訓練を行い、実際の業務も 

ＯＪＴとして実施すると同時に在宅業務の開拓も行い業務の提供を行っていく。 

 

 【第1期】 

   ・訓練期間：平成25年3月から平成26年3月 

   ・受講者人数：100名（応募者総数262名） 

   ・達成者数：70名（退会者は4名） 

   ・ＯＪＴ実施状況：平成25年6月からＯＪＴを10ヶ月間実施した。1人あたりの

平均報酬額は9,079円となっている。 

・事業終了後の就業状況は、就業者数71名（内、在宅就業者数16名）、未就

業者数25名であった。 
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 【第2期】 

   ・訓練期間：平成25年10月から平成26年10月 

   ・受講者人数：105名（応募者総数148名） 

   ・達成者：9月時点で91名（退会者は8名） 

   ・ＯＪＴ実施状況：平成25年1月からＯＪＴを10ヶ月間実施した。1人あたりの

平均報酬額は7,472円となっている（9月末時点）。 

 


